
 
 
 
 
 
 
 
 

公 共 事 業 に 係 る 不 動 産 鑑 定 報 酬 基 準  

 
 
 

 
 

令和６年１０月 

 
 

東日本高速道路株式会社 
 

  



 

 

公共事業に係る不動産鑑定報酬基準 
 

基本鑑定報酬額 

１ 基本鑑定報酬額は、一つの鑑定評価の対象となる不動産等の類型につき、別表に定め

る額。 

  

複数地点評価の割引 

２ 近隣地域又は同一需給圏内の類似地域に所在する複数地点の鑑定評価で、資料を共通

とする場合の鑑定報酬額は、評価額の大きさにより、第２番目以下の地点について、次

の率により割引く。 

割引の対象となる地点 割引率 

評価額の大きさが第 2 及び第 3 番目の地点 ２０％ 

〃     第 4 から第 6 番目までの地点 ３０％ 

〃        第 7 から第 10 番目までの地点 ４０％ 

      〃        第 11 番目以下の地点 ５０％ 

 

技術料 

３ 過去時点評価（１年以上過去の時点のものの評価）その他特に技術力を必要とする評

価については、１又は２の鑑定報酬額に、その３０％相当額を加算できる。 

 

意見等 

４ 公共用地の取得に伴う損失補償基準細則（昭和 38 年 3 月 7 日用地対策連絡会決定）

別記一土地評価事務処理要領第 8 条等の意見等を求める場合、一地域（近隣地域又は

類似地域）につき 40,000 円。なお、意見等の「等」には時点修正率を含む。 

 

割増料 

５ 次の場合には、1 又は 2 の鑑定報酬額に、それぞれ次に定める額を割増料として加算

することができる。 

① 遠隔地割増し 

評価対象不動産が遠隔地に所在する等評価にあたって宿泊を要する場合には、1 

又は 2 の鑑定報酬額の 30%相当額以内の額。 

② 項目の増加 

同一不動産等につき、複数の鑑定評価額を求める場合（例えば、完全所有権価額に

追加して、借地権価額、底地価額、過去時点価額等を求める場合等）には、１項目増

加ごとに１又は２の鑑定報酬額の 30%相当額（評価項目が別表類型（A～G）のうち 2 

種類以上にわたる場合には、より高い類型の鑑定報酬額を基本とし、その他の増加項

目に該当する類型の鑑定報酬額の 30%相当額を加算） 

③ 特に急を要する場合 

短期間で鑑定評価書の交付を求める場合には、１又は２の鑑定報酬額の 30%相当額

以内の額。 



④ 耕作権の場合 

耕作権の鑑定報酬額を求める場合には、「C 農地、林地、原野、池沼、墓地、雑種

地の所有権、家賃」の鑑定報酬額の 10%相当額。 

 

端数計算 

６ １から５までにより算定した鑑定報酬額に 1,000 円未満の端数が生ずる場合は、こ

れを切り捨てる。 

 

消費税 

７ １から６までにより算定した鑑定報酬額に消費税相当分を加算するもの。 

 

旅費 

８ 評価対象不動産が 80ｋｍ以遠にある場合、その他交通事情を考慮して旅費が必要と認

められる場合には、国家公務員等の旅費に関する法律（行政職（一）6～3 級相当）及

び国家公務員旅費支給規程に基づく算定方法に準じて算定した旅費の額。 

 

適用期日 

９ この基準は、令和２年４月１日から適用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


